
-

- -
日 -

- -

     （ ）

全く無

（ 継続する

年 月 日

法人等の解散

法人等の清算結了

- -

その他（ ）

電話 - -

本市内において事務所等の開設・廃止があった場合は，本市内の各事務所等の床面積及び従業員数の合計について，

該当する□に✓印を付してください。

日

□

電話

事務所等が移転したとき，旧事務所等は □ 廃止する □

□ 事業年度等が確認できる定款等の写し □ 通算法人関係の法人税の書類の写し

□ 株主総会議事録の写し □ 申告期限延長の特例申請書の写し

□ 合併契約書，分割計画書，分割契約書の写し

関与税理士

氏名・連絡先
マイナンバー制度上の法人番号

事 業 所 税
に 関 す る
事 項 本市内の各事務所等の床面積の合計 □

休　業の場合
休 業
年 月 日

年 月 日 ※添付書類「法人の現況申立書」についても記載のうえ提出してください。

　　　  （氏名）

年 月 日

解 散
清 算 結 了
の 場 合

□ 清算人（住所）

年 月

月 日 資本金等の額 円

円

添 付 書 類
届 出 内 容 が
わ か る
書 類

□ 商業登記簿謄本（履歴事項全部証明）の写し □ 法人の現況申立書

□ ５００㎡未満

本市内の各事務所等の従業員数の合計 □ ８０人以上 □ ７９人以下

□

８００㎡以上 □ ５００㎡以上～８００㎡未満

合 併
分 割
が あ っ た
場 合

合併 （分 割） 期日 市 内 事 務 所 等 を 合 併 法 人 □ 引き継ぐ
適格区分

被 合 併 法 人 又 は 分 割 承 継
法 人 の 本 店 所 在 地 ・ 名 称

□ 適　格

又 は 分 割 承 継 法 人 に □ 引き継がない □ その他

届 出 内 容
に 変 更 が
あった場合

□ 本店所在地

□ 代表者

□ その他 ）

□ 送付先

□ 事業年度

□ 資本金等の額

□ 事務所等の名称・所在地

通算親法人 （本店所在地） （名称）

項　　　　　　目 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日

□ 名称・組織

日～ 年 月の事業年度 年 月

日月通 算 法 人
の 場 合

グループ通算制度の適用を受ける □ 最初 □ 最後

この事務所等の開設・廃止により本市内の別の事務所等は □ 同一区内にまだ有 □ 他区内にまだ有 □

日

通常 の事業年度 月 日～

法人税申告
期限の延長

□ 有 （ か月） □ 無 ※有の場合は，添付書類「申告期限延長の特例申請書の写し」を提出してください。

廃　止　年　月　日開設・廃止
の 場 合

事　　務　　所　　等　　の　　所　　在　　地 事　務　所　等　の　名　称 開　設　年　月　日

□ 普通法人

本 市 内 に 本 店 所 在 地 が あ り ， 市 外 に 事 務 所 等 が □ 有
市町村名

□ 無

基 本 事 項

登記上の設立年月日 年

事 業 種 目

一 般 社 団 法 人 ・ 一 般 財 団 法 人 の 場 合

資本金の額及び資本準備金の額の合算額 円

事 業 年 度 月 日～

公 益 法 人 等 で あ る 場 合 の 収 益 事 業 の 有 無 □ 有 □ 無

月 日 資本金の額又は出資金の額

□ 非営利型法人

年 月

送 付 先 ・ 連 絡 先
〒

電話

フ リ ガ ナ

法 人 名 等
下 記 の と お り

法人等設立・解散・変更届出書
管理番号

届
　
　
出
　
　
法
　
　
人

〒
（宛先）

登 記 上 の
京 都 市 長

本 店 所 在 地 電話

代 表 者 氏 名届 出 を し ま す 。


